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提案理由 

 未婚のひとり親世帯に対する寡婦（夫）控除等のみなし適用を行うため改正しようとする。 

 

 

 

 

 



   高山市福祉医療費助成金条例及び高山市特定市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 （高山市福祉医療費助成金条例の一部改正） 

第１条 高山市福祉医療費助成金条例（昭和５６年高山市条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において「老人」、「子ども」、

「重度等の障がい者」及び「母子家庭等の父

母及び児童」（以下「福祉医療費助成対象者」

という。）とは、次の各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において「老人」、「子ども」、

「重度等の障がい者」及び「母子家庭等の父

母及び児童」（以下「福祉医療費助成対象者」

という。）とは、次の各号に定めるところによ

る。 

 ⑴・⑵ （略）  ⑴・⑵ （略） 

 ⑶ 重度等の障がい者 次に掲げるものを

いう。 

 ⑶ 重度等の障がい者 次に掲げるものを

いう。 

  ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第

２８３号）第１５条第４項の規定による

身体障害者手帳（以下「身体障害者手帳」

という。）の交付を受け、かつ、その障害

の級別が１級から３級までの者及び身

体障害者手帳の交付を受け、かつ、その

障害の級別が４級の者（ウに定める者を

除く。）で、その者の属する世帯の全員が

市町村民税が非課税のもの 

  ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第

２８３号）第１５条第４項の規定による

身体障害者手帳（以下「身体障害者手帳」

という。）の交付を受け、かつ、その障害

の級別が１級から３級までの者及び身

体障害者手帳の交付を受け、かつ、その

障害の級別が４級の者（ウに定める者を

除く。）で、その者の属する世帯の全員の

当該年度の市町村民税（４月から９月ま

での間に受ける医療費の助成について

は、前年度の市町村民税とする。以下こ

の号において同じ。）が非課税のもの 

  イ 知的障がい者で、県から療育手帳の交

付を受けている者のうち、当該療育手帳

の障害の程度（以下「障がいの程度」と

いう。）がＡ１、Ａ２及びＢ１の者並びに

障がいの程度がＢ２の者で、その者の属

する世帯の全員が市町村民税が非課税

のもの 

  イ 知的障がい者で、県から療育手帳の交

付を受けている者のうち、当該療育手帳

の障害の程度（以下「障がいの程度」と

いう。）がＡ１、Ａ２及びＢ１の者並びに

障がいの程度がＢ２の者で、その者の属

する世帯の全員の当該年度の市町村民

税が非課税のもの 



  ウ （略）   ウ （略） 

  エ 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項の規定による精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けている者の

うち、その障害の級別が１級及び２級の

者並びにその障害の級別が３級の者で、

その者の属する世帯の全員が市町村民

税が非課税のもの 

  エ 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項の規定による精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けている者の

うち、その障害の級別が１級及び２級の

者並びにその障害の級別が３級の者で、

その者の属する世帯の全員の当該年度

の市町村民税が非課税のもの 

 ⑷ （略）  ⑷ （略） 

 ２ 前項第３号ア、イ及びエに規定する、その

者の属する世帯の全員の当該年度の市町村

民税が非課税のものには、当該世帯の世帯員

のうち地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死

別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしてい

ない者又は夫の生死の明らかでない者で政

令で定めるもの」とあるのを「婚姻（婚姻の

届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある場合を含む。以下同じ。）によら

ないで母となつた女子であつて、現に婚姻を

していないもの」と読み替えた場合において

同号イに該当又は同項第１２号中「妻と死別

し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていな

い者又は妻の生死の明らかでない者で政令

で定めるもの」とあるのを「婚姻（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の

事情にある場合を含む。以下同じ。）によらな

いで父となつた男子であつて、現に婚姻をし

ていないもの」と読み替えた場合において同

号に該当するものが寡婦又は寡夫の控除等

（同法第２９５条第１項（第２号に係る部分

に限る。）並びに同法第３１４条の２第１項

（第８号に係る部分に限る。）及び第３項の



規定による控除等をいう。）の適用を受ける

ものとみなした場合に、その者の属する世帯

の全員の当該年度の市町村民税が非課税と

なるものを含む。 

２・３ （略） ３・４ （略） 

  

 （受給者）  （受給者） 

第３条の２ この条例により助成する医療費

の支給を受けることができる者（以下「受給

者」という。）は、第２条第２項第１号から第

４号まで及び第６号に掲げる法律の規定に

よる被保険者、加入者及び組合員、国民健康

保険法の規定による世帯主及び組合員並び

に高齢者医療確保法の規定による被保険者

とする。ただし、子どもについてはその父母

又はその生計を維持している者、母子家庭等

の父母及び児童については父母又は養育者、

重度等の障がい者についてはその父母又は

その生計を維持している者とすることがで

きる。 

第３条の２ この条例により助成する医療費

の支給を受けることができる者（以下「受給

者」という。）は、第２条第３項第１号から第

４号まで及び第６号に掲げる法律の規定に

よる被保険者、加入者及び組合員、国民健康

保険法の規定による世帯主及び組合員並び

に高齢者医療確保法の規定による被保険者

とする。ただし、子どもについてはその父母

又はその生計を維持している者、母子家庭等

の父母及び児童については父母又は養育者、

重度等の障がい者についてはその父母又は

その生計を維持している者とすることがで

きる。 

  

 （支給額）  （支給額） 

第４条 市長は、受給資格者が社会保険各法の

規定による保険給付若しくは高齢者医療確

保法に規定する後期高齢者医療給付（以下

「保険給付等」という。）の対象となる療養の

給付等（保険外併用療養費の支給及び訪問看

護療養費の支給を含む。以下同じ。）又は他の

法令の規定による医療に関する給付を受け

た場合に、社会保険各法若しくは高齢者医療

確保法の規定又は他の法令の規定により算

定した当該療養に要する費用の額から第１

号から第３号までに掲げる額を控除した額

を受給者に支給する。ただし、ねたきり老人

第４条 市長は、受給資格者が社会保険各法の

規定による保険給付若しくは高齢者医療確

保法に規定する後期高齢者医療給付（以下

「保険給付等」という。）の対象となる療養の

給付等（保険外併用療養費の支給及び訪問看

護療養費の支給を含む。以下同じ。）又は他の

法令の規定による医療に関する給付を受け

た場合に、社会保険各法若しくは高齢者医療

確保法の規定又は他の法令の規定により算

定した当該療養に要する費用の額から第１

号から第３号までに掲げる額を控除した額

を受給者に支給する。ただし、ねたきり老人



については、第１号から第３号までに掲げる

額及び高齢者医療確保法第６７条に規定す

る一部負担金に相当する額を控除した額、第

２条第１項第３号エに掲げる者のうち、その

障害の級別が３級の者でその者の属する世

帯の全員が市町村民税が非課税のものにつ

いては、第１号から第３号までに掲げる額を

控除した額に２分の１を乗じて得た額とす

る。 

については、第１号から第３号までに掲げる

額及び高齢者医療確保法第６７条に規定す

る一部負担金に相当する額を控除した額、第

２条第１項第３号エに掲げる者のうち、その

障害の級別が３級の者でその者の属する世

帯の全員の当該年度の市町村民税が非課税

のものについては、第１号から第３号までに

掲げる額を控除した額に２分の１を乗じて

得た額とする。 

 ⑴～⑶ （略）  ⑴～⑶ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（高山市特定市営住宅管理条例の一部改正） 

第２条 高山市特定市営住宅管理条例（平成７年高山市条例第３９号）の一部を次のように改正す

る。 

改  正  前 改  正  後 

 （用語の定義）  （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 ⑴ （略）  ⑴ （略） 

 ⑵ 所得 特定優良賃貸住宅の供給の促進に

関する法律施行規則（平成５年建設省令第

１６号）第１条第３号の規定により算出し

た額をいう。 

 ⑵ 所得 特定優良賃貸住宅の供給の促進に

関する法律施行規則（平成５年建設省令第

１６号）第１条第３号の規定により算出し

た額をいう。ただし、同号ホに規定する寡

婦は所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第２条第１項第３０号イ中「夫と死別し、

若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない

者又は夫の生死の明らかでない者で政令で

定めるもの」とあるのを「婚姻（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある場合を含む。以下同じ。）に

よらないで母となつた女子であつて、現に

婚姻をしていないもの」と読み替えた場合



において同号イに該当する者を、特定優良

賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規

則第１条第３号ホに規定する寡夫は所得税

法第２条第１項第３１号中「妻と死別し、

若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない

者又は妻の生死の明らかでない者で政令で

定めるもの」とあるのを「婚姻（婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある場合を含む。以下同じ。）に

よらないで父となつた男子であつて、現に

婚姻をしていないもの」と読み替えた場合

において同号に該当する者を含む。 

 ⑶・⑷ （略）  ⑶・⑷ （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の高山市福祉医療費助成金条例第２条第２項の規定は、平成３１年

４月１日以後の療養の給付等に係る助成及び支給について適用する。 

３ 第２条の規定による改正後の高山市特定市営住宅管理条例第２条第２号ただし書の規定は、平

成３１年４月１日以後の入居分に対する家賃について適用する。 


